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(57)【要約】
　エネルギーハーベスティング装置は、第１の周波数に
おける機械的エネルギーを受け取るよう構成される逆周
波整流器と、逆周波整流器に結合され、当該逆周波整流
器によって供給される力を受け取る固体の電気機械変換
器を含む。力が逆周波整流器によって供給されると、固
体の電気機械変換器は、第１の周波数より高い第２の周
波数の影響下におかれることで電力を生成する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の周波数における機械的エネルギーを受け取るよう構成される逆周波整流器と、
　前記逆周波整流器に結合され、当該逆周波整流器によって供給される力を受け取る固体
の電気機械変換器と、
　を含み、
　前記力が前記逆周波整流器によって供給されると、前記固体の電気機械変換器は、前記
第１の周波数より高い第２の周波数の影響下におかれることで電力を生成する、エネルギ
ーハーベスティング装置。
【請求項２】
　前記逆周波整流器は、前記第１の周波数を含む周波数帯における機械的エネルギーを受
け取るよう構成される、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記逆周波整流器によって供給される前記力は、前記第１の周波数と実質的に等しい周
期を有する周期力である、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記逆周波整流器によって供給される前記力は、前記第１の周波数より大きい周期を有
する周期力である、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記機械的エネルギーは、周囲の動作を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記逆周波整流器は、線形式である、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　前記逆周波整流器は、循環式である、請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記逆周波整流器は、ラック・アンド・ピニオン構造を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項９】
　前記固体の電気機械変換器は、圧電材料を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１０】
　前記固体の電気機械変換器は、電気ひずみ材料及び磁気ひずみ材料のうち少なくとも１
つを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記電力を受け取るよう結合される蓄電装置をさらに含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１２】
　前記蓄電装置は、電池を含む、請求項１１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記蓄電装置は、コンデンサを含む、請求項１１に記載の装置。
【請求項１４】
　エネルギーハーベスティング装置と、
　前記エネルギーハーベスティング装置によって生成される電力を受け取るよう結合され
る電気装置と、
　を含み、
　前記エネルギーハーベスティング装置は、
　第１の周波数における機械的エネルギーを受け取るよう構成される逆周波整流器と、
　前記逆周波整流器に結合され、当該逆周波整流器によって供給される力を受け取る固体
の電気機械変換器と、
　を含み、
　前記力が前記逆周波整流器によって供給されると、前記固体の電気機械変換器は、前記
第１の周波数より高い第２の周波数の影響下におかれることで前記電力を生成する、シス
テム。
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【請求項１５】
　前記電気装置は、センサを含む、請求項１４に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記電気装置は、通信装置を含む、請求項１４に記載のシステム。
【請求項１７】
　環境から電気エネルギーをハーベストする方法であって、
　前記環境に暴露されると第１の周波数における周期動作に励振されるよう適応される機
械構造を設けることと、
　前記機械構造を固体素子に結合し、それにより、前記固体素子を前記第１の周波数より
高い第２の周波数によって周期動作に励振させることと、
　を含み、
　前記固体素子は、前記機械構造との結合によって励振されると前記第２の周波数におけ
る電力を生成するのに適している、方法。
【請求項１８】
　前記固体素子によって生成される電気的エネルギーを蓄電することをさらに含む、請求
項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記固体素子によって生成される電気的エネルギーを使用して電気装置に給電すること
をさらに含む、請求項１７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、電気活性発電器を使用する振動エネルギーハーベスティング（又
はエネルギースカベンジング）技術、及び、エネルギー整流器、より具体的には、低周波
周囲振動を高周波振動に変換する機械周波整流器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エネルギーハーベスティング（環境発電）（又はエネルギースカベンジング）は、例え
ば、これに限定されないが、振動エネルギーといった機械的エネルギーの有効な電気的エ
ネルギーへの変換として定義される。得られた（ハーベストされた）電気的エネルギーは
、これに限定されないが、電池といった電源が実用的ではない、ワイヤレスセンサ及び／
又は通信ノードのネットワークシステムが関連する遠隔アプリケーションといった様々な
低電力アプリケーション用の電源として使用することができる（J.A. Paradiso，T. Star
ner，「IEEE Pervasive Computing」，Jan-Mar：１８－２７（２００５）、S. Roundy，E
.S. Leland，J. Baker，E. Carleton，E. Reilly，E. Lai，B. Otis，J.M. Rabacy，P.K.
 Wright，「IEEE Pervasive Computing」，Jan-Mar：２８－３５（２００５））。このよ
うな理由から、電力ハーベスティングに費やされている研究量は急増している（H.A. Sod
ano，D.J. Inman，G. Park，「The Shook and Vibration Digest」，Vol.３６：１９７－
２０５（２００４））。
【０００３】
　例えば、電磁気、静電気、及び圧電法による電気機械発電を使用する、振動に基づいた
エネルギーハーベスタの開発が成功している（S. Roundy，E.S. Leland，J. Baker，E. C
arleton，E. Reilly，E. Lai，B. Otis，J.M. Rabacy，P.K. Wright，「IEEE Pervasive 
Computing」，Jan-Mar：２８－３５（２００５））。圧電ハーベスタは、相当な注目を集
めた。圧電エネルギー変換は、他の電気機械発電器より比較的高い電圧を生成することが
理由である。圧電ハーベスタは、機械的エネルギーを電気的エネルギーに、圧電材料をひ
ずませることによって変換することができる。圧電材料は、原子変形を利用して材料の分
極を変更し、正味の電圧を変化する。正味の電圧は、電池又はコンデンサ内の蓄積電力に
利用及び変換されることが可能であり、又は、生成されると同時に使用されてもよい。
【０００４】
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　圧電ハーベスタ（又は発電器）によって蓄積される電力量は、圧電ハーベスタを励振す
る機械周波数に比例する（H.W. Kim，A. Batra，S. Priya，K. Uchino，D. Markley，R. 
E. Newnham，H.F. Hofmann，「The Japan Society of Applied Physics」，Vol.４３　９
Ａ：６１７８－６１８３（２００４））。多くの非共振エネルギー発電器では、発電器（
例えば、圧電材料）に入力される機械周波数は、略常に比較的低い（即ち、１００Ｈｚ以
下）環境の優位の機械周波数に対応する。例えば、米国特許番号第６，４３３，４６５号
（Mcknightら）に開示される、ヒールストライク（heel-strike：かかとの衝撃）電力ハ
ーベスタ（N.S. Shenck，J.A. Paradiso，「IEEE Micro」，Vol.２１：３０－４１（２０
０１））は、約１Ｈｚで生じる歩行動作からエネルギーを得る。この発電器の周波数は、
ヒールストライクの駆動周波数と一致する。この低周波発電器は、変換可能な電気機械力
量を制限してしまう。結果的に、非共振エネルギー発電器を介して得られる電力は、ほと
んどの電子システムに給電するには不十分である。したがって、比較的小さい非共振エネ
ルギー発電器は、一般的に、低周波周囲振動によって十分な電力を発生することができな
い場合がある。
【０００５】
　一方、共振圧電発電器が米国特許番号第３，４５６，１３４号（Koら）、第４，９００
，９７０号（Andoら）、及び第６，８５８，８７０号（Malkinら）に開示される。共振振
動に基づく発電器では、得られる電力を、共振周波数が周囲振動源の駆動周波数と一致す
る場合に最大限にすることが可能である（J.A. Paradiso，T. Starner，「IEEE Pervasiv
e Computing」，Jan-Mar：１８－２７（２００５））。一致しない場合、共振周波数が駆
動周波数から逸脱するに従って得られる電力出力は激減する。最大エネルギーを得る目的
で、このようなシステムにおける圧電発電器は、環境の優位の機械周波数に共振するよう
調整させられるプルーフマスの振動を有効に使うよう設計される（S. Roundy，E.S. Lela
nd，J. Baker，E. Carleton，E. Reilly，E. Lai，B. Otis，J.M. Rabacy，P.K. Wright
，「IEEE Pervasive Computing」，Jan-Mar：２８－３５（２００５））。しかし、共振
周波数に基づいたハーベスト方法は、非常に狭い周波数帯域での動作に限定してしまう。
さらに、多くの構造共振周波数は小さい（即ち、１００Ｈｚ以下）ので、１つの装置につ
き単位容積あたりに得られる電力量は僅かである。これは、電力は入力周波数に比例する
からである。従って、多くの圧電材料及び磁気ひずみ材料は数十ｋＨｚの周波数で動作可
能であることを踏まえて、低レンジの機械周波数を高共振周波数に変換可能であることが
望ましい。これは、装置の単位あたりに得られる電力の桁の異なる増加をもたらしうる。
【発明の概要】
【０００６】
　本発明は、低機械周波数を高周波モードに整流（rectify）する方法を提供することを
目的とする。本発明は、従来のエネルギーハーベスティング設計に比べて顕著な前進を示
す。本発明は、逆周波整流方法を使用しうる。逆周波整流は、例えば、周囲振動からであ
りうる低周波振動源を、より高い周波数振動に変換する。この整流は、従来可能であった
よりも実質的に多くの単位質量あたりの電力を得る（ハーベストする）ことを可能にする
。今まで、あらゆるエネルギーハーベスタは、比較的低い周囲振動に依存してきており、
また、逆周波整流の特徴を使用又は提案してはいない。周波整流器の追加によって、単位
容積あたりの電力出力が大幅に増加する。逆周波整流方法は、Ｗ／ｃｍ３レベルのオーダ
ーの電力密度を潜在的に生成することができ、これは、従来の圧電エネルギーハーベスタ
によって現在得られる電力密度より２～３桁大きい。
【０００７】
　整流された周波数を電気機械又は磁気機械材料に適用して機械力を電力に変換しうる。
電気機械材料を使用することで電圧に基づいたハーベスティングシステムが得られ、また
、磁気機械材料を使用することで電流に基づいたハーベスティングシステムが得られる。
【０００８】
　本発明の一実施形態によるエネルギーハーベスティング装置は、第１の周波数における
機械的エネルギーを受け取るよう構成される逆周波整流器と、逆周波整流器に結合され、
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当該逆周波整流器によって供給される力を受け取る固体の電気機械変換器を含む。力が逆
周波整流器によって供給されると、固体の電気機械変換器は、第１の周波数より高い第２
の周波数の影響下におかれることで電力を生成する。本発明の実施形態によるシステムシ
ステムは、上述した装置と、電気信号を受け取るよう結合される電気装置を含みうる。本
発明の実施形態はさらに、上述の装置を実施する方法も含む。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　本発明の追加の特徴を、図面を参照しながら、以下の本発明の様々な実施形態の詳細な
説明に示す。さらに、本発明の上述した及び他の付随する利点は、添付図面と共に詳細な
説明を参照することでより良好に理解されるであろう。
【００１０】
【図１】従来の共振圧電ハーベスタの動作スキームを示す図である。
【００１１】
【図２】１つの整流器を有する逆周波整流動作スキームの一実施形態を示す図である。
【００１２】
【図３】周波数整流器のアレイを有する本発明の第２の実施形態を示す図である。
【００１３】
【図４】周囲振動源の振幅－時間特性を示す図である。
【００１４】
【図５】例えば、図１に示すように整流器が使用されない従来技術の振幅－時間を示す図
である。
【００１５】
【図６】例えば、図２に示す実施形態と同様に、１つの整流器が使用される本発明の一実
施形態の振幅－時間特性を示す図である。
【００１６】
【図７】例えば、図３に示す実施形態と同様に、３連の整流器が使用される本発明の一実
施形態の振幅－時間特性を示す図である。
【００１７】
【図８】本発明の実施形態による一般的なシステムブロック図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　共振調整のための発電器設計を変更することなく高い共振周波振動を生成する目的で、
本発明の実施形態に従って逆周波整流が提供されうる。このことを踏まえて、振動周波数
のレンジに亘って効果的に動作する単一の設計を有することが有利でありうる。以下の詳
細な説明は、本発明に対して考えられる多くの実施形態のうちの幾つかである本発明の実
施形態の例を示す。従って、この説明は、代表的な例を開示するとみなす。他のハーベス
ティングサポートは、発明の理解には必要ではないので説明しない。また、周知の特徴も
、本発明を不必要に曖昧にしないよう詳細には説明していない。本発明の様々な実施形態
を示す図面は、縮尺が測られているわけではない。
【００１９】
　図１は、従来の圧電発電器の一実施形態を示す。図１では、共振圧電発電器は、クラン
プされた片持ち梁の形の圧電材料発電器１を含む。プルーフマス２が、梁６の自由端に取
り付けられる。梁は、横振動によって励振される。周囲振動源５は、片持ち梁６が、環境
の支配的な機械周波数に対応する周波数において共振するようにさせる。図示するように
、共振モード３時に梁６を上下に曲げると、反復機械的ひずみが発生する。圧電材料内に
ひずみを生じさせることによって、電圧７が梁の両端に生成され、エネルギーが、例えば
、圧電材料に結合される電気接点（例えば、リード線）を使用してシステムからハーベス
トされうる。変形の振幅は、発電器の幾何学形状、先端における質量、及び材料によって
決定される。
【００２０】
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　図４は、２サイクル分のハーモニック周囲駆動力に関連付けられる変位振幅波形を示す
。図５は、励振された圧電発電器の変位（又は、同等に、電圧）振幅波形を示す。発電器
は、図４に示す駆動周波数に対応する周波数における小さい振幅で共振する。
【００２１】
　図２は、本発明による逆周波整流装置の代表的な実施形態を示す。「周波整流（freque
ncy rectification）」とは、高周波振動／動作の低周波振動／動作への変換を指し、従
って、「逆周波整流」とは、低周波振動／動作の高周波振動／動作への変換を指す。本発
明の１つの動作モードは、上述した従来の振動に基づいたハーベスタと同様に圧電性の片
持ち梁に基づくシステムの形でありうる。提案する逆周波整流装置１００は、ひずみ誘起
電気エネルギーを出す少なくとも１つのエネルギー発生器１０２と、金属棒１０８に取り
付けられる１つのゴム整流器１０６から形成される周波整流器１０４を含みうる。本発明
の一般的な概念は、この実施形態に記載する特定の材料及び構造に限定されない。整流器
１０６は、梁１１２を下に曲げる。整流器１０６から解放された梁１１２は、可変の振幅
を有する梁１１２の固有周波数で振動する。励振された周波数は、図１に示す従来の発電
器の励振周波数より相当に高い。図６は、図２に示すように単一の整流器を有する圧電発
電器の電圧振幅波形の一例を示す。
【００２２】
　図３は、金属棒２０６に取り付けられた複数の整流器２０２及び２０４を有する逆周波
整流装置２００の代表的な実施形態を示す。本発明は、逆周波整流装置２００について金
属棒２０６だけの使用に限定されない。他の材料及び構造も発明の範囲から逸脱すること
なく使用しうる。図２と同様に、整流器２０２及び２０４が共振モード２０７に応じて動
かされると、毎回、整流器２０２と整流器２０４との間の距離２０８分移動し（両方向に
おいて）、エネルギー発生器２１０が曲げられ及び解放される。これは、整流器２０２及
び２０４によってエネルギー発生器２１０が曲げられ及び解放される度に、エネルギー発
生器２１０の振動を再開させる。その結果、向上されたエネルギー出力が得られうる。図
７は、ここでは、例えば、３つの整流器である複数の整流器を有する圧電発電器の電圧振
幅波形の一例を示す。なお、このような整流器２０２、２０４の数は任意であり、結果と
して得られる電圧振幅波形は、整流器２０２、２０４の数と相関する形状を有しうる（例
えば、励振ピークの数について見た場合）。逆周波整流器は、本発明の範囲から逸脱する
ことなく、連続的な非離散系を含む、１、２、３、又はより大きい数の整流器を有しても
よい。
【００２３】
　上述したように、逆周波整流スキームを使用する上述の実施形態を図面に示す。逆周波
整流スキームでは、歯状に横向きに取り付けられた複数の整流器を有する棒又は他の表面
は、その整流器が弾力のある変位可能な構造を繰り返し励振させるよう振動させられる。
しかし、本発明は、これに限定されることを意図しない。むしろ、本発明は、任意の既知
の又はまだ見つけられていない、循環式、線形式、又はそれ以外の逆周波整流方法又は装
置を包含することを意図する（例えば、１つの代替構造は、歯車を使用して循環式の逆周
波整流を実現しうる。別の代替構造では、ラック・アンド・ピニオンに基づくシステムを
使用して連続的な非離散系を実現しうる）。
【００２４】
　図８は、本発明の実施形態によるシステムの一般的なブロック図を示す。一般的に、第
１の周波数における機械的刺激８１が、逆周波整流器８２に加えられうる。一般的に、逆
周波整流器８２を励振する多数の周波数及び／又は複数の周波数からなる１つの帯域があ
りうる。逆周波整流器８２は、第１の周波数より高い周波数において電気機械変換器を励
振する第２の周波数における逆整流された刺激８３を出力する。第２の周波数は、複数の
周波数からなるスペクトルからの周波数でありうることを理解すべきである。逆整流され
た刺激８３は、次に、電気機械変換器８４に加えられうる。この電気機械変換器は、例え
ば（これに限定されないが）、上述したような圧電に基づいた装置であってよく、逆整流
された機械的刺激８３を電気エネルギーに変換する。このように生成される電気エネルギ
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ーは、電気システム８５に供給されうる。上述したように、電気システム８５は、１つ以
上の蓄電装置（電池、コンデンサ等）、及び／又は、電気エネルギーが直接供給されうる
回路を含みうる。
【００２５】
　図８のシステムのようなシステムは、多くのシナリオにおいて配置されうる。一般的な
シナリオは、低電力電気システムが、周囲機械的刺激（例えば、振動）がある環境におい
て電力を供給されるといったシナリオである（逆周波整流器を励振しうる一般的な周囲機
械周波数は、例えば、約０．１Ｈｚ乃至１，０００Ｈｚでありえ、一方、好適な固体素子
が、約１００Ｈｚ乃至約１ＧＨｚで振動する利用可能な電気機械変換器から選択されうる
。しかし、これらは一部の例に過ぎない。本発明の一般的な概念は、これらの特定のパラ
メータに限定されない）。例えば、遠隔感知及び／又は通信装置をそのような環境内に配
置（例えば、通常振動する、振動の影響を受ける、及び／又は動く機械類又は他の基盤上
に取り付けられる）してもよく、本発明のシステムの実施形態を使用して、電池又は有線
の電源を使用することなくそのような装置に電力を供給しうる。
【００２６】
　本発明は、様々な実施形態に関して詳細に説明した。また、当業者には、上述の内容か
ら、本発明のその広い範囲から逸脱することなく変更及び修正を加えうることは明らかで
あろう。従って、請求項により定義される発明は、発明の真の趣旨に包含されるとしてそ
のような変更及び修正の全てを対象とすることを意図する。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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